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外国漁船操業等調査・監視事業の実施指導要領 

(外国漁船操業等調査・監視に対する助成事業) 

平成２６年３月２０日策定 

最終改正 令和２年４月１日 

 

１．事業の目的 

 平成２５年４月に署名が行われた公益財団法人交流協会と亜東関係協会との間の

漁業秩序の構築に関する取決めについては、互いに相手国の漁船に自国法令を適用し

ない水域が設定され、台湾漁船による大半の漁場の占有により我が国漁船の操業が脅

かされている状況にあり、我が国漁業者の安全操業に対する不安が高まっているとこ

ろである。このため、当該助成事業は、台湾漁船等の操業により影響を受けている水域に

おいて、台湾漁船等の操業状況及び漁場形成状況等を調査・監視することにより、我が国

漁業者の安全と操業秩序の維持及び操業機会の回復・拡大を支援することを目的とする。 

 

２．対象水域 

日台漁業取決め第２条に規定される水域及び周辺水域の台湾漁船等の操業により影響を

受ける水域。 

 

３．調査事業の内容について 

（１） 事業実施者は、公益財団法人 沖縄県漁業振興基金（以下「財団」という。）の

沖縄漁業基金対策事業交付規則（以下「交付規則」という。）別記様式第２－１号

に従い事業実施計画を策定し承認を得た外国漁船操業等調査・監視事業計画（以下

「計画」という。）に基づき、外国漁船操業等調査・監視事業の実施状況等を管理

し、調査に参加する漁船（以下「調査船」という。）を指導しなければならない。

計画書には、参加船名簿（別記様式第１号）を添付すること。 

（２） 事業実施者は、計画の管理・進行及び調査船の指導のため、必要な措置をとるも

のとする。 

（３） 財団は、事業実施者からの事業実施計画を総合的に審査し、必要に応じ、水産庁

と協議の上、事業実施者に対し事業実施計画の変更指導を行うものとする。 

① 事業実施者は、年度途中での事業実施計画の変更を行う場合、財団と協議する。 

② 上記３の（１）の参加船名簿に変更が生じた場合は、参加船名簿の変更申請書

（別記様式第１－２号）により、財団と協議を行うものとする。 

（４） 調査船は、調査活動の経過を、正午の定時連絡（別記様式第２－１号）に記録し、

遅滞なく事業実施者を経由して財団に報告しなければならない。 

なお、設備等の関係で、正午の定時連絡を行うことが難しい調査船においては、

調査・監視報告書（速報）（別記様式第２－２号）を当該調査終了後毎に、遅滞な

く事業実施者を経由して財団に報告しなければならない。 

（５） 事業実施者は、調査・監視実績報告書（別記様式第３－１号）を取りまとめのう

え、「外国漁船操業等調査・監視事業実績報告書」（交付規則別記様式第２－４号）
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を作成し、財団に報告する。 

 

４．助成の実施 

  対象水域における台湾漁船等の操業状況調査、漁場形成状況等調査の計画に要する経

費及び計画策定によって定められた海域における台湾漁船等の操業状況調査、漁場形成

状況等調査に要する経費を定額で助成。 

 

５．調査船の選定の際の留意事項 

（１）台湾漁船等により操業に影響を受ける漁業者の安定的な操業確保を目指す事業の趣

旨に鑑み、事業実施者は、対象海域において調査を確実に遂行できる漁船を選定する

ものとする。 

 （２）事業実施者が選定する調査船は、事業実施計画の承認申請日以前１年の間に法令（漁

業関係法令及び労働関係法令等）違反等のない漁船に限る。 

 （３）事業実施計画の承認申請を行った日の翌日から作業実施終了までの間に調査船が法

令違反等を犯した場合、速やかに事業実施者は当該船舶の取り消し又は代船を申請す

ること。 

 

６．調査の実施における留意事項 

（１）調査計画の策定 

   事業実施計画に基づき、調査計画を作成すること。 

（２）調査の実施 

 ① 事前連絡 

   調査は事業実施計画に基づき行うこととし、具体的行動については、３日前までに

従事する漁船の運航計画（別記様式第４号）に係る以下の事項を財団及び水産庁資源

管理部漁業調整課等の関係機関に連絡すること。 

ただし、尖閣諸島周辺海域等、事業の遂行に安全性が懸念される一部海域に出動す

る場合は、原則、１週間前までに連絡を行うこととする。これに該当する海域の選定

は、財団からの指示に従うこと。 

  １）調査実施時期 

  ２）調査に従事する漁船の名称 

  ３）調査に従事する漁船の入出港予定日時 

  ４）調査の対象となる海域 

  ５）船舶電話を所持している漁船は電話番号を記載すること。 

  ６）漁獲調査を行う予定の有無を記載すること。 

② 乗組員 

  乗組員は労働契約を締結した漁業従事者とし、雇用契約書等（※）の写しを財団及び

事業実施者宛てに提出すること、また、乗組員の選定は、事業実施者内の部会等で選定

すること。 

  （※）提出する雇用契約書等は、賃金、労働時間等の労働条件に係る事項が記載され

ているものとする。 
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③ 乗組員数 

  原則として、調査等の作業を行う場合は、通常操業時の乗組員数のうち３名以内とす

る。 

④ 調査実施上の注意事項 

１） 調査計画を遵守すること。特に、「外国漁船操業等調査・監視に係る作業実施船

の事前連絡について（別記様式第４号）」に基づく、事前連絡で定めた 1 回の出

船数を超えることのないよう、事業実施者は十分に配慮すること。 

２） 外国漁船を視認した際は、乗組員の安全確保を最優先とした上で船名等の確認に努

める。また､外国取締船を発見した場合は、むやみに近づかないようにすること。 

３） 外国漁船を視認し侵犯船（無許可操業）と考えられる場合は、乗組員の安全確保を

最優先とした上で船名、許可番号を確認し、直ちに漁業取締当局へ通報すること。

その時点においても、漁業取締当局への通報に留め、過度の追跡や威嚇行動を絶対

にとらないこと。 

４） 権限のある当局（水産庁、海上保安庁等）から指導・助言がなされた場合、それに

従うこと。 

⑤ 誓約書の締結 

  調査船の所有者は本事業に係る誓約書（別記様式第７号）を２部作成し、財団及び事

業実施者宛てに提出すること。 

⑥ 作業時間 

  調査航海期間が２日以上の場合は、原則として１日あたり８時間とする。それ以外の

調査の場合は、原則として出港から帰港までの時間を８時間とする。但し、やむをえず

出港から帰港までの時間が４時間となった場合は、賃金及び用船料は半日扱いとし、２

時間の場合は保険料のみの助成とし、その他の経費助成は行わない。 

ア． 天候の急変悪化等の不可抗力により、やむを得ず調査の所定時間を短縮したとき

には、調査帰港後、速やかに作業時間短縮理由書（別記様式第５号）を事業実施者

の代表者及び財団に報告すること。 

イ． 調査作業船出動の判断に当たっては、調査時間及び調査期間中の安全確保、海難

事故防止のため、出港から帰港までの間の気象情報・海上警報等を十分に確認し安

全を優先すること。 

⑦ 記録写真の提出 

  写真は次のようにして撮影する。 

ア． デジタルカメラ又はスマートフォンで撮影すること。 

イ． 出港・帰港時に漁船登録番号の前で乗船員全員の集合写真（日時印字入り）を撮

影すること。 

ウ． 出港時、作業時及び帰港時に GPS 航法装置又は GPS プロッタの画面全体を撮影

すること（日時及び緯度経度が判別できるよう撮影し、判別できない場合は、併

せて表示箇所を拡大して撮影すること）。 

エ． 作業時間又は航海期間に行動した範囲を明確にするため、帰港時に GPS プロッ

タを航跡表示にした画面全体を撮影すること（日時、緯度経度及び航跡は、判別

できるよう撮影し、判別できない場合は、適宜拡大して撮影すること）。 
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ただし、何らかの問題により上記対応が困難な場合は、代替方法等について予

め財団の承認を得ること。 

オ． デジタルカメラ等による GPS 航法装置又は GPS プロッタ画面の撮影以外に、作

業を行った日時、緯度経度及び航跡を証明できる方法がある場合は、予め財団に

協議した上で、事業実施計画承認申請書に具体的な方法を記載し、財団及び水産

庁の承認を得ること。 

⑧ 漁獲物の販売実績の提出 

  漁獲物の販売実績を証明する書類／市場の水揚仕切書（別記様式第２－４号）により

調査・監視報告書（速報）（別記様式第２－２号）に添付して提出すること。 

⑨ 調査以外の活動の禁止 

台湾漁船等の操業状況調査・監視、台湾等取締船の行動調査・監視又は漁場調査以

外の行為（乗船料等の漁業活動以外の収入を得る行為等）を行う場合は、助成の対象外

とする。 

⑩ 賃借した船舶電話の使用 

財団の許可を得て賃借した船舶電話の使用にあたっては、事業実施者の管理の下に

使用する。本事業以外に通常操業時も船舶電話を使用する者は、別記様式第２－２外国

漁船操業等調査・監視報告書（速報）を提出する場合に限り使用することができる。な

お、船舶電話の通話にあっては、緊急連絡及び定時連絡等以外の個人使用は助成の対象

としない。  

⑪ 備品の管理及び処分について 

財団の許可を得て購入した備品については、事業実施者は備品管理台帳（別記様式

第６号）により財団に報告する。事業の完了後においても、善良な管理者の注意をもっ

て管理する。処分制限期間後の処分に当たっては別途財団と協議する。なお、備品の当

該調査以外の使用は認めない。 

 

７．年度事業規模について 

  各事業実施者に対する助成額は、財団が沖縄漁業振興基金事業の予算の範囲内で決定

する。 

 

８．経費内容 

  作業実施に伴う経費は次のとおりとし、別途設定する。 

  ① 調査等の計画策定に要する経費 

  ② 調査等に要する経費 

 

９．調査管理簿等の整備 

  調査実施状況及び調査実施に伴う経費の管理を適正に行うために、以下の事項を記入

する調査管理簿等を作成し、領収書等の信憑書類とともに保管すること。 

  なお、領収書等が保管されていない場合、助成対象経費として認められないので注意

すること。 

① 調査計画の策定に関する事項・・・・会議資料・議事概要書 
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  ② 調査に関する事項・・・・・・・・・調査報告書等 

 

10．作業取りまとめ様式 

参加船名簿 別記様式第１号 

参加船名簿の変更申請書 別記様式第１－２号 

ＦＡＸ送信書 正午の定時連絡 別記様式第２－１号 

外国漁船操業等調査・監視報告書（速報） 別記様式第２－２号 

外国漁船操業等調査事業 漁獲調査報告書 別記様式第２－３号 

水揚仕切書 別記様式第２－４号 

外国漁船操業等調査・監視実績報告書（①、②、③） 別記様式第３－１号 

作業実施船の事前連絡 別記様式第４号 

作業時間短縮理由書 別記様式第５号 

備品管理台帳 別記様式第６号 

誓約書 別記様式第７号 

外国漁船操業等調査・監視作業費用統括表 

外国漁船操業等調査・監視作業費用明細表 

別記１ 

別記２ 

外国漁船操業等調査・監視経費（支払・購入）報告書兼請求書 別記３ 

助成金領収証 別記４ 

報告書作成等事務に係る業務日誌（例） 別記５ 

源泉徴収票の台紙 別記６ 

事故等報告書（例） 別記７ 

 

11.附則 

（１）平成 30 年 3 月 13 日の一部改正は、平成 30 年度事業開始より適用する。 

（１）令和 2 年 4 月 1 日一部改正 
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経 費 助 成 基 準 

外国漁船操業等調査・監視事業（助成率：定額） 

 

（１）調査等の計画策定及び結果報告に要する経費 

 事業実施者関係 

①会場借料等 実費助成  

②旅費等（事業実施者の規定による） 実費助成  

③会議費等 実費助成  

④通信費等 実費助成  

※ 事業実施者による本事業に係る通話料及びＦＡＸの通信費については、助成の対

象とする。通信記録を作成し、利用明細と合わせて財団に提出することとする。 

⑤会議資料・議事概要印刷費等 

⑥消耗品費等 実費助成  

⑦報告書作成等事務職員賃金 実費助成 担当者の給与相当時間給×実作業

時間数 

(実作業日時間数は、１ヶ月につき

１１２時間までを上限とする。)  

⑦の経費の請求については、各事業実施者において、別記５を作成し、財団に提出

することとする。 

（２）調査等に要する経費 

  ア 賃金 

① １日当たりの賃金２５，２００円／日（日当 20,200 円、保険 3,800 円、食費

1,200 円）に実作業従事者数を乗ずる。 

② 作業時間短縮の場合は、以下のとおりとする。 

作業時間 賃金 

２～４時間 ３，８００円／１人（保険 3,800 円） 

４～８時間 １２，６００円／１人（日当 8,800 円、保険 3,800 円） 

 

イ 用船料 

新トン 用船料 

１５トン未満 ４２，０００円／日・１隻 

１５トン以上３０トン以下 ５４，０００円／日・１隻 

３１トン以上４０トン以下 ９３，０００円／日・１隻 

４１トン以上５５トン以下 １１１，０００円／日・１隻 

５６トン以上７５トン以下 １５４，０００円／日・１隻 

７６トン以上 １７３，０００円／日・１隻 

注１ 旧トンの場合は新トンに換算して下さい。その際ベースとなる旧トンは  

許可名簿の有効トン数となります。 
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注２ 作業時間を短縮し出港から帰港まで８時間未満の場合は、上記用船料の半

額とする。また、作業時間が４時間未満の場合は用船料を支給しない。 

 

 

ウ 油代 

① 燃油：実費助成 

参加漁船は、作業出動前に、燃油を満タン状態に給油しておき、作業

完了時に消費分を補給する。 

② 潤滑油：燃油消費量×0.002×潤滑油単価 

注１ 作業時間が２時間の場合は油代を支給しない。 

 

エ 賃借料：実費助成 

調査を実施するために必要な機器・設備に係る賃貸料（リース又はレンタル

一式等） 

 

オ 備品費、消耗品費：実費助成 

① 備品費：調査機材の購入等に係る費用（デジタルカメラ、ビデオカメラ、その

他財団が必要と認める物品）のみとする。 

② 消耗品費：メモリーカード（４～８ギガ程度のＳＤカード等）及び現像代のみ

とする。 

 

カ 通信費：実費助成 

① 船舶電話の通話料等を対象とする。なお、経費の助成にあたり、緊急連絡及

び定時連絡等以外の個人使用に係る通話料等については助成の対象としない。 

 

注１ 備品の購入については、本事業の実施に必要であることがわかる理由書を添

付すること。 

注２ 備品、消耗品の管理については、別記様式第６号のとおり管理簿を作成の上、

「減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に

定める耐用年数に相当する期間において厳重に管理すること。 

注３ 備品、消耗品について目的外使用が認められた場合は、当該物品に係る残存

簿価又は時価評価額のいずれか高い金額を納付すること。 

注４ 故障、紛失等に係る経費は助成対象としない。 










































